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東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 

第 222 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 

 

【不適合関係】 

・ 11 月 12 日  モニタリングポストの測定値異常について 

（公表区分：Ⅱ）                       〔P.２〕 

 

 

【発電所に係る情報】 

・ 11 月 12 日 柏崎刈羽原子力発電所６、７号機原子炉設置変更許可申請書の 

提出について                                               〔P.３〕 

・ 11 月 25 日 柏崎刈羽原子力発電所工事未完了等に関する総点検の対応状況 

  （11 月 25 日時点）                     〔P.５〕 

・ 11 月 25 日 柏崎刈羽原子力発電所７号機の安全対策工事一部未完了を受け 

た総点検対応状況について                  〔P.６〕 

・ 11 月 25 日 柏崎刈羽原子力発電所における取り組み             〔P.12〕 

 

 

【その他】 

・ 11 月 16 日 上越市における「東京電力コミュニケーションブース」の開設 

について                                                 〔P.13〕 

・ 12 月 １日 長岡市・小千谷市・燕市における「東京電力コミュニケーショ 

ンブース」の開設について                  〔P.14〕 

・ 12 月 １日 広報活動について（12 月報告）               〔P.15〕 

 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

 11 月 25 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ 

進捗状況(概要版)                〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 

 

 

 

（お知らせ） 

モニタリングポストの測定値異常について 

 

  2021 年 11 月 12 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

2021年 11月 11日、発電所敷地周辺に設置しているモニタリングポスト＊19台のうち、

隣接している 3 台(MP-7,8,9)において、測定値に異常の可能性があることを確認しまし

た。当該 3台の 11月 9日午後 9時頃から 11月 10日午前 3時頃までの期間の値について、

他のモニタリングポストの測定値の推移と異なっていたものです。 

この事象を受け、本日（11 月 12 日）、当該モニタリングポストを調査したところ、測

定機能は、正しくデータが記録されていることから問題なく、データを外部へ伝送する過

程で何らかの不具合が発生し、データが適切に表示されなかったものと判断しました。 

 

また、11 月 11 日に測定値異常の可能性を確認した後、速やかに当該モニタリングポス

ト 3 台の近傍に可搬式のモニタリングポストを設置し、異常が発生していないことを確認

しております。なお、当該期間の全ての排気筒モニタ＊2にも異常がないことを確認してお

ります。測定値異常が確認されたモニタリングポスト 3 台については、引き続き、可搬式

モニタリングポストにて、代替測定を実施しています。 

 

今後、伝送機能の修理ならびに原因について調査を実施し、再発防止対策を講じてまい

ります。 

以 上 

 

＊1 モニタリングポスト 

発電所敷地周辺の 9箇所に設置され、空間線量率を測定する装置。 

＊2 排気筒モニタ 

建屋内の空気を環境へ放出する際の放射線を測定する装置。 
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柏崎刈羽原子力発電所６、７号機原子炉設置変更許可申請書の提出について 

 

2021 年 11 月 12 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 当社は、柏崎刈羽原子力発電所６、７号機の原子炉設置変更許可申請書を、本日、原子

力規制委員会へ提出いたしました。 

 

 今回の申請では、新規制基準に基づき、重大事故等の対応に必要な設備に直流電力の供

給を行うため、現在設置済である２系統の直流電源設備に加え、更なる安全性向上を目的

に所内常設の直流電源設備（３系統目）を追加設置することについて、設置変更許可申請

書の記載内容を一部変更しております。 

 

 なお、常設直流電源設備（3 系統目）は、本体施設の工事計画認可から 5 年間の経過措

置期間（法定猶予期間）までに設置することが要求されております。 

 

当社は、引き続き原子力規制委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島

第一原子力発電所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めて

まいります。 

 

以 上 

 

 

【添付資料】 

・柏崎刈羽原子力発電所6、7号機の所内常設直流電源設備（3系統目）の設置について（概要） 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

原子力・立地本部 広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所６、７号機の所内常設直流電源設備（３系統目）の設置について（概要）

高圧代替注水系等計測装置等

電源
車

重大事故等対処設備の
直流負荷

所内蓄電式直流電源設備 可搬型直流電源設備

【今回申請範囲】

蓄電池 蓄電池 AM用蓄電池 蓄電池

充電器 充電器 充電器 充電器

所内常設直流電源設備
（3系統目）
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（お知らせ） 
 

上越市における「東京電力コミュニケーションブース」の開設について 

 

2021年 11月 16日 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 

 

当社は、9月 22日に IDカード不正使用や核物質防護設備の機能の一部が喪失する事案に

対する根本原因分析、改善措置活動の計画等を取りまとめ、原子力規制委員会へ報告しまし

た。また同日に、報告内容について、安全対策工事の一部未完了を受けた総点検の取り組み

状況などとあわせて公表させていただきました。 

 

これらの取り組みを進めるにあたり、新潟県内の皆さま一人ひとりと直接お会いし、ご意見を

拝聴し、その声を原子力改革へ活かすため、「東京電力コミュニケーションブース」を開設いたし

ます。 

 

 ＜上越市＞ 

・期間：2021年 11月 22日（月）から 11月 25日（木） 

・時間：10時 00分～16時 00分 

・場所：直江津ショッピングセンター エルマール 上越市西本町 3丁目 8-8 

※新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に、ご協力をお願いいたします。 

 

今後、新潟県内の他地域におきましても、順次開催してまいります。 

 

 

また、「核物質防護事案に関する改善措置計画に基づく取り組み内容」や「工事一部未完了の総

点検状況等」について、地域の皆さまをはじめ広く社会の皆さまへ、わかりやすくお伝えするた

めのWebサイトを開設しましたのでご紹介させていただきます。 

下記のURLまたは QRコードよりご確認ください。 

http://www.tepco.co.jp/niigata_hq/kk-np/kaikaku/ 

 

 

 

               

 

以 上 

 
【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 
新潟本社 渉外・広報部 報道グループ  025-283-7461（代表） 
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（お知らせ） 
 

長岡市・小千谷市・燕市における「東京電力コミュニケーションブース」の開設について 

 

2021 年 12 月 1 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 

 

当社は、9月 22日に IDカード不正使用や核物質防護設備の機能の一部が喪失する事案に

対する根本原因分析、改善措置活動の計画等を取りまとめ、原子力規制委員会へ報告しまし

た。また同日に、報告内容について、安全対策工事の一部未完了を受けた総点検の取り組み

状況などとあわせて公表させていただきました。 

 

これらの取り組みを進めるにあたり、新潟県内の皆さま一人ひとりと直接お会いし、ご意見を

拝聴し、その声を原子力改革へ活かすため、以下の通り「東京電力コミュニケーションブース」

を開設いたします。 

  

＜長岡市＞ 

・期間：2021 年 12 月 3 日（金）から 12 月 5 日（日） 

・時間：10 時 00 分～16 時 00 分 

・場所：ハイブ長岡 2階 交流サロン  長岡市千秋3丁目315-11 

 

 ＜小千谷市＞ 

・期間：2021 年 12 月 10 日（金）から 12 月 12 日（日） 

・時間：10 時 00 分～16 時 00 分 

・場所：イオン小千谷店 2階 ゲームセンター横 特設会場  小千谷市平沢新田字荒田339 

 

 ＜燕市＞ 

・期間：2021 年 12 月 17 日（金）から 12 月 19 日（日） 

・時間：10 時 00 分～16 時 00 分 

・場所：分水ショッピングパーク パコ  燕市分水新町1丁目6-5 

 

※各会場での新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に、ご協力をお願いいたします。 

 

以 上 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本社 渉外・広報部 報道グループ  025-283-7461（代表） 
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広報活動について
（１２月報告）

2021年 12月1日

東京電力ホールディングス株式会社

新潟本社

地域から
いただいた声 ■トラブルが起きた時はしっかり説明をしてほしい ■今回の一連の事案について隠さないで教えてほしい

取組内容 核物質防護に関する事案の改善措置内容や安全対策工事未完了など、広く地域の皆さまに知っていただくとともに、
ご心配、ご意見やご質問を承るブースを柏崎刈羽地域や県内において開催

■ コミュニケーションブースの開催について

ブース会場で
いただいた
主な声

●核物質防護の事案や工事未完了はお粗末
●同じ柏崎市内でも発電所から距離が離れると関心も薄くなる。地域の人にはもっと発電所に

関心を持ってもらいたい
●発電所は人が多すぎて統率がとれていないのではないか
●原子力の専門知識を持った人がむかしと比べて少なくなったのではないか

実施日

※右記の日程以外
についても計画中

開催日 会 場

11月 ６日(土) ～ 7日(日) 《実施済》 枇杷島コミュニティーセンター、上条コミュニティーセンター(柏崎市)

11月13日(土) ～ 14日(日) 《実施済》 ワークプラザ柏崎、大州コミュニティーセンター(柏崎市)

11月20日(土) ～ 21日(日) 《実施済》 中央地区コミュニティーセンター、西中通コミュニティーセンター(柏崎市)

11月22日(土) ～ 25日(木) 《実施済》 直江津エルマール（上越市）

11月27日(土) ～ 28日(日) 《実施済》 中鯖石コミュニティーセンター、田尻コミュニティーセンター(柏崎市)

12月 3日(金) ～ 5日(日) ハイブ長岡（長岡市）

12月 4日(土) ～ 5日(日) 松波コミュニティーセンター、北条コミュニティーセンター(柏崎市)

12月11日(土) ～ 12日(日) 道の駅 西山 ふるさと公苑(柏崎市)、刈羽ふれあいサロン きなせ(刈羽村)

12月10日(金) ～ 12日(日) イオン小千谷店（小千谷市）

12月17日(金) ～ 19日(日) 分水ショッピングパーク パコ（燕市）
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■ コミュニケーションブースでの説明概要
コミュニケーションブースではパネルを使用し、当社の取り組みをご紹介しています

今回のコミュニケーションブースでは、これまでにいただいた
地域の皆さまのご意見に対して、新潟本社代表の橘田や
発電所長の稲垣より回答をさせていただき、会場内に掲示
いたしました。
引き続き、地域の皆さまの声に一つひとつ丁寧に対応を
させていただきます。

【パネルの一例】
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廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２１年１１月２５日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合/事務局会議

1/8

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ
使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

３号機 燃料取り出し完了 2020年度内

４号機 燃料取り出し完了 2014年

初号機 燃料デブリ取り出し開始

２号機 2021年内
※新型コロナウイルス感染拡大の影響で
1年程度遅延する見込み

• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水は、多核種除去設備での処理を行い、
溶接型タンクで保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、降雨時の汚
染水発生量の増加も抑制傾向となり、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5
月）から約180m3/日（2019年度）、約140m3/日（2020年度）まで低減しています。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2025年内には100m3/日以下に抑制する
計画です。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等原子炉施設の
解体等

汚染水対策 ～３つの取り組み～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取り組み
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取り組み
• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めております。
• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理

が完了しました。
• 今後、原子炉建屋については2022年度～2024年度に滞留水の量を2020年末の半分程度に

低減させる計画です。
• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ

オライト土嚢等について、線量低減策及び安定化に向けた検討を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取り組み
• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策や防潮堤設置の工事を進めています。また、豪雨対策

として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路強化等を計画的に実
施していきます。

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
取り出し

燃料デブリの
保管/搬出

1、3号機 2号機

燃料デブリの
取り出し

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理

溶接型タンク

屋根損傷部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水

陸
側
遮
水
壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

サ
ブ
ド
レ
ン

(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について
処理水の海洋放出にあたっては、安全に関する基準等を遵

守し、人及び周辺環境、農林水産品の安全を確保してまいり
ます。また、風評影響を最大限抑制するべく、モニタリングのさら
なる強化や第三者による客観性・透明性の確保、IAEAによる
安全性確認などに取り組むとともに、正確な情報を透明性高く、
継続的に発信してまいります。

※1 人及び環境への放射線の影響評価を含む
※2 少量の放出から慎重に開始

ALPS処理水の
取扱いに関する
小委員会

東京電力原子力
規制委員会

東京電力政府

（
処
分
開
始
の
約
１
年
前
～
）
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2年程度

4月13日に「廃炉・汚染水・処理
水対策関係閣僚等会議」より決定

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出がれき撤去 等 燃料取り出し

設備の設置

3、4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

1、2号機

1



増設雑固体廃棄物焼却設備の
2021年度内竣工に向けた作業進捗

小笠原諸島海底火山噴火に伴い発生した
軽石漂着時の対応

1号機 原子炉格納容器内部調査
2022年1月中旬開始に向けて準備作業を実施中

技術戦略プラン２０２１を公表３号機 使用済燃料プール内の制御棒等取り出しに向け
プール内調査を実施

陸側遮水壁測温管の一部温度上昇原因調査実施中
原子力損害賠償・廃炉等支援機構(NDF)

は、「東京電力ホールディングス（株）福島第
一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラ
ン2021」を10月29日に公表しました。
本プランでは、中長期ロードマップで2021年

度頃に示すとしていた、「固体廃棄物の処理・
処分方策とその安全性に関する技術的な見通
し」を提示するとともに、「新型コロナウイルスの影
響を最小限にするための試験的取り出しに向け
た課題、取り出し規模の更なる拡大の工法選
定に向けた論点整理、ALPS処理水に係る取
組等」について記載しています。

陸側遮水壁内側・外側の地下水の状況を確認するため、掘
削調査を実施しました。内側では、地表から深さ約2.8mの調
査範囲で地下水が無いこと、深部において地中温度が０℃以
下であることを確認しました。 外側では、概ね想定していた通
り、地表から深さ約2.5m付近において地下水を確認し、測温
管から離れた位置にて凍結した状態の地盤を確認しました。
この結果に加え、陸側遮水壁の内側・外側の地下水水位差

が十分に確保されていること、サブドレンの汲み上げトレンドに変
化がないことから、陸側遮水壁は正常に機能していると評価し
ております。
今後、地中温度やK排水路の湧水量の変化を確認するため

に、地中内に壁を設け地下水の流入を抑制する試験を検討し
てまいります。

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月安定的に推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく、 総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取り組みの状況

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用カバー
取り出し完了燃料（体）
1535/1535*1

（2014/12/22燃料取り出し完了）

＊1：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む4号機

注水

2号機

ペ
デ
ス
タ
ル

3号機

前室

615体

注水

ドーム屋根

燃料取扱機
クレーン

FHM
ガーダ遮へい体

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
チ
ェ
ン
バ安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

注水

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

養生バッグ

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了） 取り出し完了燃料（体）

566/566
（2021/2/28燃料取り出し完了）

原子炉
格納容器
(PCV)
原子炉

圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

2/8

前室

11月5日より、1号機原子炉
格納容器（PCV）内部調査
に向けた、作業エリア養生、現
場本部や遠隔操作室に機材
設置等の準備作業を実施中
です。
今後、水中ROVをPCV内部

に投入・回収する装置を現場
に設置し、動作確認をしたのち、
2022年1月中旬の調査開始
を目指してまいります。

小笠原諸島海底火山噴火により発生した大量の軽石
が海洋を漂流していることに関し、海流等の状況によっては、
今後、福島第一原子力発電所にも漂着する可能性が
考えられます。

３号機使用済燃料プール
内に保管中の制御棒など高
線量機器の取り出しに向け、
水中カメラによる調査を実施
しました。
砂状のガレキの堆積や一部

機器に変形などを確認しまし
たが、取り出しや輸送に大き
な影響を及ぼす状況は確認
されませんでした。
引き続き、取り出し方法の

検討などを進めてまいります。

増設雑固体廃棄物焼却設備は、2022年
3月の竣工、運用開始を目指し、8月より現地
工事を継続しています。
過去に系統試験にてロータリーキルンシール部

の回転部摺動材に想定を上回る摩耗が確認さ
れたことから、この度、設計変更を行い摺動方式
（カーボンシール方式）の実機試験を実施し、
摩耗量等に問題がないことを確認しています。
今後12月よりコールド試験及びホット試験等を

実施予定です。

砂状ガレキ

ガレキ

燃料ラック

＜↑制御棒下部の変形状況＞

＜←プール中央の
ガレキ堆積状況＞

＜水中ROVを投入・回収する装置の
設置イメージ（モックアップ時）＞

多核種除去設備等処理水（ALPS処理水）の海洋放出
に係る放射線影響評価（設計段階） について

国際的に認知された手法に従って定めた評価手法を用いて、
ALPS 処理水の海洋放出に係る人及び環境への放射線の影響
評価（設計段階）を実施しました。
その結果、線量限度や線量目標値、また国際機関が提唱する

生物種ごとに定められた値を大幅に下回り、人及び環境への影
響は極めて軽微であると評価しております。
今回とりまとめた報告書について、更なる充実のため、幅広くみ

なさまからのご意見を募集いたします。
今後、原子力規制委員会による実施計画の認可取得に向け

て必要な手続きを行うとともに、IAEA の専門家等のレビュー、
各方面からのご意見等を通じて、評価を見直してまいります。 ＜5･6号機取水路開渠

シルトフェンス（既設）展張状況＞

発電所に軽石が漂着
した場合、海水系ポンプ
等に影響を与える可能
性があることから、既設の
シルトフェンス等を活用・
補強するなど軽石の漂着
防止対策を行い、リスク
の低減を図ってまいります。
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主な取り組みの配置図
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提供：日本スペースイメージング（株）2021.4.8撮影
Product(C)[2021] DigitalGlobe、 Inc.、 a Maxar company.

６
号

５
号

MP-2

MP-4

MP-6

MP-3

MP-5

MP-7

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

タンク設置エリア

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号サブドレン

敷地境界
増設雑固体廃棄物焼却設備

雑固体廃棄物焼却設備
高温焼却炉建屋

プロセス主建屋

小笠原諸島海底火山噴火に伴い発生した
軽石漂着時の対応

1号機 原子炉格納容器内部調査
2022年1月中旬開始に向けて準備作業を実施中

３号機 使用済燃料プール内の制御棒等
取り出しに向けプール内調査を実施

陸側遮水壁測温管の一部温度上昇
原因調査実施中

増設雑固体廃棄物焼却設備の
2021年度内竣工に向けた作業進捗

地盤改良

技術戦略プラン２０２１を公表

多核種除去設備等処理水（ALPS処理水）の海洋放出に係る
放射線影響評価（設計段階） について

3
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柏崎刈羽原子力発電所６号機大物搬入建屋の
杭の損傷について

東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

2021年11月2日
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No.8

No.6

No.4

No.2 No.1

No.3

No.5

No.7

1

■概要

確認日 ：2021年7月9日（金）

場 所 ：６号機原子炉建屋東側ヤード

状 況 ：新規制基準対応の６号機大物搬入建屋耐震

強化工事において、建屋下の掘削作業を行って

いたところ、大物搬入建屋南東側の既存鉄筋コ

ンクリート杭（以下、杭）No.8で損傷（ひび割

れ、剥落、浮き）を確認した。

■時系列

2021年3月10日 建屋下掘削作業開始

7月 9日 No.8 杭の一部の損傷を確認

建屋下掘削作業中断

7月27日 作業の安全性を確認し、No.8の杭の

調査を再開

8月 5日 No.8 杭の鉄筋の変形・破断を確認

以降、すべての杭の調査を開始し、現在も継続中
杭伏図

No.8 杭 コンクリートはつり後

No.8 杭 調査前

１．事象概要

配置図
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2．No.8杭の調査結果

 No.8杭は、杭頭部にコンクリートのひび割れ、ハンマリングによる異音（浮き）が確認され

たため、当該部分のコンクリートのはつり取り作業を実施した。

確認された事象は以下の通り

・ コンクリートの浮きが主筋の内側に到達

・ 主筋18本中 7本破断、11本が変形

No.8 杭 概要図

：主筋の破断箇所

：主筋の変形方向

凡例

丸数字：主筋番号

②番：主筋破断部⑭番：主筋変形部

②主筋破断

⑭主筋変形
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3．No.1～7杭の調査結果一覧

3

調査項目
杭No

鉄筋状態
コンクリート
浮き・剥落

コンクリート
ひび割れ

No.1 損傷なし 表面浮きあり（かぶり内） なし

No.2 損傷なし 表面浮きあり（かぶり内） 最大1.8mm 計1本

No.3 損傷なし 表面浮きあり（かぶり内） 最大0.7mm 計1本

No.4 損傷なし 表面浮きあり（かぶり内） なし

No.5 損傷なし 表面浮きあり（かぶり内） 最大1.1mm 計1本

No.6 損傷なし 主筋内側まで浮きあり 最大4.0mm 計5本

No.7 損傷なし 表面浮きあり（かぶり内） なし

No.8 変形11本、破断7本 剥落、主筋内側まで浮きあり 鉄筋が見えるひび割れ

 No.8杭の損傷を受け、全杭のひび割れ、剥落、ハンマリングによる異音
（浮き）の有無を調査し健全性を確認した。

・ No.1～7杭頭の一部に異音を確認。No.1～5,7杭の浮きは、かぶり部
（主筋より外側）の範囲で、それ以深に異音は確認されていない。

・ No.6杭は、杭頭部の異音箇所が一部主筋内側に及ぶことから、その部
位の鉄筋をはつり出し、鉄筋の変形や破断の有無を確認したが、損傷は
見られなかった。

・ 杭頭部以外の非破壊試験の結果、全杭において「健全性が高い」との判
定を確認した。

キープラン

表：杭の健全性調査結果

No.8

No.6

No.4

No.2 No.1

No.3

No.5

No.7
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4．まとめ

６号機大物搬入建屋は、新規制基準に適合させるための耐震強化を実施中に杭の一部に
損傷がみられたが、現在までの調査の結果を踏まえた考察と今後の取組みは以下のとおり。

１．作業安全の確認
杭の損傷を保守的に考慮した検討を行った結果、耐震強化工事の作業安全は確保
されていることを確認済み。

・保守的にNo.8杭鉛直支持力を考慮しない場合においても十分な鉛直支持力が確保
されていることを確認済み。
・杭頭部が露出した状態において、仮に中越沖地震相当が発生した場合においても基
礎スラブ側面を地盤改良内の芯鉄骨と緊結させることで、建屋は周辺地盤に水平方
向に支えられた状態となっていることを確認済み。

２．杭の損傷評価と適切な補修

・原因調査結果に応じて、杭の損傷状況を把握し、「復旧技術指針※」等を参考に杭の

損傷度に応じた補修を行う。

３．原因の調査
・ No.8杭が損傷した原因は現在調査中。
・なお、No.8杭は仮補修により安全性を確保済み。

※日本建築防災協会「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針」



東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

ご質問への回答 

 

<三井田潤委員> 

Q．質問、意見ほかを列記します。宜しくお願いします。 

 原子力発電所に於いて共用設備も重要ですので再認識して頂きたいと思います。 

然しながら過去に気になることがありますので、それについて述べたいと思います。 

これは、第130回地域の会で報告されました。 

 

平成26年3月10日午前8時頃に起きた荒浜側共用施設である新設補助ボイラーにおける

水の漏洩および給水タンクの損傷についてです。 

不適合の概要には、「給水タンクの水位と非放射線ストームドレンサンプの水位変動警報」

「運転員が現場確認した結果2階の給水タンクの外観が異常がない事」「地下1階のドレン

サンプピットから水が溢れ室内に水が溜まっていた」「溢れた水量は476,000Ｌ」安全上の

重要度/損傷のていどに安全上は重要な機器でないこと・法令報告不要 説明の為の平面図 

補助ボイラー建屋 2 階の損傷されたタンクと地下 1 階の水漏れ状況とする写真がある。こ

れら3枚の資料がないから質問します。 

 

① 同じタンクだと思いますがタンクの異常のないことの確認時刻と異常発生時刻、撮影時

刻を教えて下さい。 

② 損傷した給水タンク設計応力を教えて下さい。内圧が負圧になって潰れたと思います。 

潰れたことが設計ミスか施工ミスか、事故後どんな対策をしたのか説明して下さい。 

③ 発生が3/10地域の会説明が4/9と一月後なのに意味不明な資料を添付する理由が東京

電力の「丁寧な説明」なのでしょうか？十分調査する時間がありましたが報告が簡潔す

ぎます。 

④ 2階から地下1階までには、その後話題になった電源ケーブルや配管の貫通部の閉塞放

置があったと推定されます。この事件が発端で電源ケーブルや配管の貫通部の密封処理

を検討したのかを教えて下さい。 

⑤ この事象の公表方法は東京電力の独善的手法で、核防護の秘密事項ではありません。 

然しながら、地元住民に理解を求めることは程遠いと思います。 

今一度この事象に関して理解可能な文章と図面等で再説明して頂けるでしょうか？ 

 



  この水漏れが「放射線管理区域のタービン建屋からランドリー建屋通路に水が溜まり大騒

ぎになったが、東京電力は発表していないとの情報があります。 

  この状況の報告をみた人は「氷山の一角」だといっています。 

  公開資料の回答を見て、継続して取り上げますので宜しくお願いします。 

  最後に、問題が発生したら正確に報告して下さい。起きたことに関しどう対策を行い、再発 

防止を行うのかが知りたいので宜しくお願い申し上げます。 

原子炉ばかりではなく共用設備も重要だと再認識願います。 

A．  

○ 本事象は、当時建設中（当社への引き渡し前）であった補助ボイラーにおいて発生した事案と

なります。 

補助ボイラーとは、プラントの起動時に必要となる蒸気や暖房用などの蒸気を供給するため

の設備で、補助ボイラー建屋（非管理区域）に設置されています。供給する蒸気についても非

放射性の蒸気となり、本事案により生じた溢水（約47,600リットル）についても、放射能を

含まないものとなります。 

なお、下記にいただいたご質問の回答を記しますが、詳細につきましては、添付の当社公表資

料をご確認いただければと存じます。 

 

＜質問①＞ 

同じタンクだと思いますがタンクの異常のないことの確認時刻と異常発生時刻、撮影時刻を 

教えて下さい。 

Ａ． 

○ 平成 26年（2014年）3月 10日午前 8時 20 分頃、荒浜側共用設備である新設補助ボイラ

ー建屋（非管理区域）において、建設中の補助ボイラー設備の試運転中に、ボイラーの給水タ

ンクの水位ならびに非ストームドレンサンプの水位が変動していることを示す警報が発生し

ました。 

○ このため、ボイラーを管理をする運転員が現場を確認（8時45分頃）したところ、同建屋２

階にある給水タンクに外観上の異常はなく、その周辺等に水漏れは認められませんでした。 

○ 一方、同建屋地下１階の非放射性ストームドレンサンプピットから水が溢れ、当該サンプピッ

ト室内に水が溜まっていることを確認（8時50分頃）しました。 

当該サンプピットから溢れた水の量は、約 47,600 リットル（７ｍ×8.5ｍ×約 0.8ｍ）と推

定しています。 

○ その後、現場の運転員が異音を聞いたことから、現場を調査したところ、当該ボイラー設備の

給水タンクが大きく変形していることを確認（8時58分頃）しました。 

○ 添付資料－２別紙にある写真の撮影時刻は、記録がなく確認できませんでした。 



＜質問②＞ 

損傷した給水タンク設計応力を教えて下さい。内圧が負圧になって潰れたと思います。 

潰れたことが設計ミスか施工ミスか、事故後どんな対策をしたのか説明して下さい。 

Ａ． 

○ 損傷した給水タンクの最高使用圧力は静水頭※1です。 

○ 原因については、ベント管から出る湯気が、近傍に設置している火災報知器を作動させる事を

回避するために、作業員が空気抜き配管（ベント管）にベントキャップを取り付けたことによ

り、最終的に給水タンク内に負圧が生じ変形に至ったものと推定しています。（詳細は、添付

資料－３をご参照下さい。） 

※1静水頭：当該タンクが満水となった状態で受ける圧力のことを示すもの 

 

○ 再発防止対策として、ベント管から出る湯気により火災報知器が誤作動しないよう、ベント管

の出口を屋外まで延長することとしました。 

また、給水タンク内の水位上昇を早期に把握できるよう警報設定値の見直しを行うとともに、

サンプピットについても早期に排水処理ができるよう、排水ポンプが起動する水位設定値の

見直しを行いました。 

 

＜質問④＞ 

2階から地下1階までには、その後話題になった電源ケーブルや配管の貫通部の閉塞放置が 

あったと推定されます。この事件が発端で電源ケーブルや配管の貫通部の密封処理を検討し 

たのかを教えて下さい。 

Ａ． 

○ 本事案が発端となったものではありません。敷設されている電源ケーブルや配管の貫通部の

処理については、従来の仕様※2で復旧しました。 

 ※2従来の仕様：気密処理（管理区域と非管理区域管の気流を遮断するため） 

  



＜質問③＞ 

発生が3/10地域の会説明が4/9と一月後なのに意味不明な資料を添付する理由が東京電力 

の「丁寧な説明」なのでしょうか？十分調査する時間がありましたが報告が簡潔すぎます。 

＜質問⑤＞ 

この事象の公表方法は東京電力の独善的手法で、核防護の秘密事項ではありません。 

然しながら、地元住民に理解を求めることは程遠いと思います。 

今一度この事象に関して理解可能な文章と図面等で再説明して頂けるでしょうか？ 

Ａ． 

○ 柏崎刈羽原子力発電所における事象については、添付の公表基準（添付資料－１）に基づいて

公表しているもので、当該事象についても同基準に基づき平成 26 年（2014 年）3 月 10 日

に区分Ⅲとして公表し、当社のホームページにも掲載致しました。（添付資料－２） 

この内容について、事象発生後の初回開催であった第 130 回地域の会定例会（4 月９日）に

おいてご説明させていただいたものですが、この間も原因調査を継続しておりました。 

○ 不適合情報としては、同年3月14日に当社のホームページに掲載するとともに、原因調査と

対策をすすめ、同年7月24日にマスコミ公表しております。（添付資料－３） 

この内容について、公表後の初回開催であった第 134回地域の会定例会（８月６日）におい

てご説明させていただいたものとなります。 

○ 原因については、質問①と②の回答に重複しますが、ベント管から出る湯気が、近傍に設置し

ている火災報知器を作動させる事を回避するために、作業員が空気抜き配管（ベント管）にベ

ントキャップを取り付けたことにより、最終的に給水タンク内に負圧が生じ変形に至ったも

のと推定しています。 

○ 再発防止対策として、火災報知器が誤作動しないようにするため、ベント管の出口を屋外まで

延長することとしました。 

また、信頼性を向上させるため、給水タンク内の水位が高くなりすぎないように、タンク内の

水位管理の運用を変更するとともに、サンプピットの水位についても水位管理の運用を変更

しました。 

○ 詳細については、添付の資料をご覧いただき、ご不明な点などがございましたら、あらためて

ご質問をいただければと存じます。 

 

以 上 



2021 年 8 月 10 日更新 

 

 柏崎刈羽原子力発電所における公表基準の事象の内容  

柏崎刈羽原子力発電所における公表基準の事象の内容は以下の通りとなっております。  

なお、平成19年の新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業における不適合については、別紙１に基づき公表をしております。 

（別紙１の事例につきましては、適宜見直しをしてまいります。） 

 

公表区分 事象の内容（例示）※1 公表時期 

区分Ⅰ 

① 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１３４条に基づく報告事象 
② 電気関係報告規則第 3 条ならびに原子力発電工作物に係る電気関係報告規則第３条に基づく報告事象 
③ その他法令等に基づく故障・不具合等に関する報告事象 
④ 上記①と②に該当しないが、安全協定等に基づき報告を要する重要な事象 

ａ．保安規定に違反した場合 
ｂ．放射性同位元素の盗取または所在不明（新潟県との安全協定） 
ｃ．核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染されたもの、または放射性同位元素を輸送中の事故（新潟県との安全協定） 
ｄ．火災の発生（新潟県との安全協定） 
ｅ．危険物の漏えいにより発電所構内へ消防車が入構した場合（ただし、業務車のみで入構するような軽度な場合は区分Ⅲ 

   として扱う） 

夜間・休祭日
を問わず、す
みやかに。 

区分Ⅱ 

① 以下に示す事象の内、法律に基づく報告事象に至らない軽度な場合 
ａ．排気筒または排水口から放射性廃棄物の計画外の排出があった場合 
ｂ．管理区域内において放射性物質が機器の故障、誤操作等により漏えいした場合（ただし、単に増し締め等により速やか 

に漏えいが止まった場合、または既に止まっていた場合、若しくは漏えい拡大を防止するための堰を超えなかった場合 
は区分Ⅲとして扱う） 

ｃ．保安規定で定める運転上の制限からの逸脱 
ｄ．安全上重要な機器等（経済産業省告示第 327 号で定める機器等）の故障（ただし、簡易な修理で復旧可能な場合は区 

分Ⅲとして扱う） 
② 原子炉、使用済燃料プール、圧力抑制室等に異物を発見または混入した場合、機器の故障等によりルースパーツが発生し

た場合 
③ 誤操作による重要な警報（赤色警報）の発報 
④ 身体汚染を伴う人の障害（ただし、除染できる場合を除く） 
⑤ 放射線監視に支障を及ぼすモニタリングポスト等の故障があったとき 

上記同様。夜
間の場合は翌
朝、準備が整
い次第。 
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区分Ⅲ 

① 原子炉出力または発電機出力の１％以上５％以下の計画外の出力変動（ただし、海水温度の変化や系統変動に伴うもの等、
異常のない場合を除く） 

② 安全上重要な機器等（経済産業省告示第 327 号で定める機器等）の故障であるが、簡易な修理で復旧できる場合 
③ 原子炉の運転に関連する主要な機器に軽度な機能低下又は軽度な故障が生じたとき 
④ 原子炉の安全性、運転に直接影響を及ぼさない機器等の故障であるが、大がかりな補修工事を要する場合、またはプラン 

ト運転中に監視を要する場合 
⑤ 排気筒モニタ、モニタリングポストの環境放射線モニタの故障による一時的な欠測 
⑥ 原子炉の運転に関わる主要なパラメータが緩やかに変化した場合 
⑦ 排気筒モニタの変動はないが、排気筒サンプリングで粒子状の放射性物質が検出された場合 
⑧ 管理区域内において放射線物質の漏えいを確認したが、増し締め等により速やかに漏えいが止まった場合、または既に止

まっていた場合、若しくは漏えい拡大を防止するための堰を超えなかった場合（ただし、漏えい量が 1 リットル程度に
至らない微小な漏えいを除く。なお、定期検査等における予防措置を講じた作業時の漏えいは、ここでいう漏えいには該
当しない） 

⑨ 管理区域内において、汚染のおそれのない区域（Ａ区域）に汚染を確認した場合、または B 区域において４Bq/cm２を
超える汚染を確認した場合 

⑩ 発電所構内において 200 リットル程度以上の水（非放射性）の漏えいを確認した場合 
⑪ 発電所の周辺地域における震度３以上の地震 

（周辺地域 KK：柏崎、刈羽、西山、出雲崎） 
⑫ 定期検査の判定基準に関わる不適合 
⑬ 保安規定に関わる軽度な不適合事象 
⑭ 保安検査における指摘事項 
⑮ 人の負傷、病気等により病院へ搬送した場合 
⑯ 放射線業務従業者の 1mSv を超える計画外の被ばくがあったとき 
⑰ 放射性物質の微量な内部取込み（ただし、本人の了解を得た場合に限る） 
⑱ 関係行政機関に連絡した事象（ただし、明らかに誤報と判断できる場合を除く） 

安全協定によ
る通報事象に
ついては、区
分Ⅱと同様。 
その他の事象
については、
前日に発生し
た不適合事象
を、翌日（平
日）の夕刻に
取りまとめ。 

その他 上記以外の不適合事象（日常小修理）  １回／日※2
 

※１ 安全協定などで別に定める場合はこの限りではない。 

※２ 但し当社営業日に限る。 



（別紙１） 

新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業における不適合等に係る当面の公表について 

公表区分 事         例  公表時期 

区分Ⅰ 

① 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１３４条に基づく報告事象 
② 電気関係報告規則第 3 条ならびに原子力発電工作物に係る電気関係報告規則第３条に基づく報告事象 
③ 上記①と②に該当しないが、安全協定等に基づき報告を要する重要な事象 

a.  保安規定に違反した場合 
b.  放射性同位元素の盗取または所在不明（新潟県との安全協定） 
c.  核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染されたもの、または放射性同位元素を輸送中の事故（新潟県との安全協定） 
d.  火災の発生（新潟県との安全協定） 
e.  危険物の漏えいにより発電所構内へ消防車が入構した場合（ただし、業務車のみで入構するような軽度な場合は区分Ⅲ

として扱う） 

夜間・休祭日
を問わず、す
みやかに。 

区分Ⅱ 

上記以外の不適合であって、以下に示す場合 
① 以下に示す事象のうち、法律に基づく報告事象に至らない軽度な場合 

ａ．排気筒または排水口から放射性廃棄物の計画外の排出があった場合 
ｂ．保安規定で定める運転上の制限からの逸脱 

② 身体汚染を伴う人の障害（ただし、除染できる場合を除く） 

上記同様。 
夜間の場合は
翌朝、準備が
整い次第。 

区分Ⅲ 

上記以外の不適合であって、以下に示す場合 
① 運転中の安全上重要な機器等（経済産業省告示第 327 号で定める機器等）の軽度な故障（簡易な修理で復旧できる場合） 
② 運転に影響を及ぼす機器等の故障であって、大がかりな補修工事を要する場合 
③ 排気筒モニタ、モニタリングポストの環境放射線モニタの故障による一時的な欠測 
④ 排気筒モニタの変動はないが、排気筒サンプリングでヨウ素または粒子状放射性物質等が検出された場合 
⑤ 管理区域内において放射線物質の漏えいを確認したが、増し締め等により速やかに漏えいが止まった場合、または既に止 

まっていた場合、若しくは漏えい拡大を防止するための堰を超えなかった場合等（ただし、漏えい量が 1 リットル程度 
に至らない微少な漏えいを除く。なお、予防措置を講じた作業時等の漏えいは、ここでいう漏えいには該当しない） 

⑥ 原子炉、使用済燃料プール、圧力抑制室等に異物を発見または混入した場合、機器の故障等によりルースパーツが発生し 
た場合 

⑦ 発電所建屋内において 200 リットル程度以上の水（非放射性）の漏えいを確認した場合 
⑧ 人の負傷等により病院へ搬送した場合 
⑨ 放射線業務従業者の 1mSv を超える計画外の被ばくがあったとき 
⑩ 放射性物質の微量な内部取込み（ただし、本人の了解を得た場合に限る） 
⑪ 関係行政機関に連絡した事象（ただし、明らかに誤報と判断できる場合を除く） 

前日に発生し
た不適合事象
を、翌日（平
日）の夕刻に
取りまとめ。 

その他 その他不適合事象 １回／日※ 

※ 但し当社営業日に限る。 

上記事例については、適宜見直してまいります。 



平成 26 年３月 10 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

区分：Ⅲ 

場所 荒浜側共用設備 

件名 
建設中の補助ボイラー設備における 

水の漏えいおよび給水タンクの損傷について 

不適合の 

概要 

 

（発生状況） 

平成 26年３月 10日午前８時 20分頃、荒浜側共用設備である新設補助ボイラー建

屋（非管理区域）において、建設中の補助ボイラー設備の試運転中に、ボイラーの

給水タンク＊１の水位ならびに非放射性ストームドレンサンプ＊２の水位が変動して

いることを示す警報が発生しました。このため、ボイラーの管理をする運転員が現

場を確認したところ、同建屋２階にある給水タンクに外観上の異常はなく、その周

辺等に水漏れは認められませんでした。一方、同建屋地下１階の非放射性ストーム

ドレンサンプピットから水が溢れ、非放射性ストームドレンサンプピット室内に水

が溜まっていることを確認しました。 

当該サンプピットから溢れた水の量は、約 47,600リットル（７ｍ×8.5ｍ×約 0.8

ｍ）と推定しています。 

 

その後、現場の運転員が異音を聞いたことから、現場を調査したところ、当該ボ

イラー設備の給水タンクが大きく変形していることを確認しました。 

 

 ボイラーについては、漏えいを確認後、速やかに運転を停止しました。 

 

（安全性、外部への影響） 

 漏えいした水に放射性物質は含まれておらず、外部への放射能の影響はありませ

ん。 

 

＊１ ボイラーの給水タンク 

蒸気の元となる水（非放射性）を貯めておくタンク 

 

＊２ 非放射性ストームドレンサンプ 

 放射性物質を含まない水を一時的に貯めておくためのもの 

 

安全上の重

要度／損傷

の程度 

＜安全上の重要度＞ 
 

安全上重要な機器等 ／ その他設備 

＜損傷の程度＞ 

□ 法令報告要 

■ 法令報告不要 

□ 調査・検討中 

対応状況 

 

漏えいについては、ボイラーの運転停止に伴い、停止しております。 

 

水の漏えいは、給水タンクのオーバーフロー配管を通じ、サンプピット室内へ漏れ出

たものと推定しておりますが、漏えいに至った原因ならびにタンクの損傷に関する原因

については、現在調査中です。 
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展望台 

 

柏崎刈羽原子力発電所 屋外 

１号機 

タービン建屋 

１号機 

原子炉建屋 

２号機 

原子炉建屋 

２号機 

タービン建屋 

  

発生場所 
（ 新設補助ボイラー建屋 ） 

柏崎刈羽原子力発電所１号機 屋外 

１･２号機排気筒 

建設中の補助ボイラー設備における 

水の漏えいおよび給水タンクの損傷について 



新設補助ボイラー建屋２階 損傷が確認されたタンク

新設補助ボイラー建屋地下１階 水漏れ状況

建設中の補助ボイラー設備における水の漏えいおよびタンクの損傷について



平成26年７月24日

No.お知らせ日 号　機 件　名 内　容

（発生状況）
　　平成26年３月10日午前８時20分頃、荒浜側共用設備である新設補助ボイラー建屋（非管理区域）において、建設
  中の補助ボイラー設備の試運転中に、ボイラーの給水タンクの水位ならびに非放射性ストームドレンサンプの水位
　が変動していることを示す警報が発生しました。このため、ボイラーの管理をする運転員が現場を確認したところ、
　同建屋２階にある給水タンクに外観上の異常はなく、その周辺等に水漏れは認められませんでした。一方、同建屋
  地下１階の非放射性ストームドレンサンプピットから水が溢れ、非放射性ストームドレンサンプピット室内に水が
  溜まっていることを確認しました。
　当該サンプピットから溢れた水の量は、約47,600リットル（７ｍ×8.5ｍ×約0.8ｍ）と推定しています。
　　その後、現場の運転員が異音を聞いたことから、現場を調査したところ、当該ボイラー設備の給水タンクが大き
  く変形していることを確認しました。

　　ボイラーについては、漏えいを確認後、速やかに運転を停止しました。

（安全性、外部への影響）
　　漏えいした水に放射性物質は含まれておらず、外部への放射能の影響はありません。
　　その後、現場を確認した結果、漏えいした水の一部は非放射性ストームドレンサンプピット室に隣接する配管や
　ケーブルが通る部屋（管理区域および非管理区域）に漏出していましたが、室内に留まっており他の箇所への漏出
　がないことを確認しました。
　　また当該の室内には、配管、ケーブル以外は布設されておらず設備への影響はありません。なお、漏えい水につ
　いては３月11日までに処理、清掃を完了しました。

（対応状況）
　　原因調査の結果、給水タンク上部に設けている空気抜き配管の出口から出る湯気による、天井に設置された火災
　報知器の誤作動を防止するために、当該配管の出口にキャップを取り付けていたことが分かりました。
　　そのため、タンク内外の差圧解消はオーバーフローラインを通してのみ行われていた状態でした。

　　この状態で、戻り水の発生により給水タンクから水がオーバーフローし非放射性ストームドレンサンプピットに
　流れた際、給水タンク内の空気も一緒に排出されましたが、空気の流入がなかったためタンク内の負圧が大きくな
　りました。そのため、水位計が誤った信号を発信し、タンクの水位が高い状態にも関わらず自動的に補給水が供給
　され続け、サンプピットの排水が追いつかずに水が溢れ出たものと推定しました。

　　更に非放射性ストームドレンサンプピットからの水の溢れを発見した後に給水タンクへの補給水を停止しました
　が、給水タンクからボイラーへの水の供給が継続されていたことにより、更に給水タンクの負圧が大きくなり、タ
　ンクが変形したものと推定しました。

　　再発防止策として、火災報知器が誤作動しないようにするため、空気抜き配管の出口を屋外まで延長することと
　しました。
　　また、給水タンク内の水位上昇を早期に把握するため、高水位を示す警報値を低く設定し、タンク内の水位上昇
　を早めに検知し、監視を強化する運用に変更しました。
　　非放射性ストームドレンサンプピットの水位については、排水ポンプが起動する水位値を低く設定し、排水処理
　を早期に行う運用に変更することとしました。

　　変形したタンクについては、８月～９月頃に新品と交換した後、補助ボイラーの運用を開始する予定です。

①
平成26年
３月10日

共用設備
建設中の補助ボイラー設備における
水の漏えいおよび給水タンクの損傷
について（区分Ⅲ）

プレス公表（運転保守状況）
～中越沖地震関連を除く～
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